
「「「「労働契約法労働契約法労働契約法労働契約法のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする法律法律法律法律」」」」がががが平成平成平成平成24242424年年年年８８８８月月月月10101010日日日日にににに公布公布公布公布されましたされましたされましたされました。。。。このこのこのこの改正改正改正改正ではではではでは、、、、有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約についについについについ

てててて、、、、３３３３つのルールがつのルールがつのルールがつのルールが新新新新たにたにたにたに設設設設けられましたけられましたけられましたけられました。。。。    

今月今月今月今月はははは、、、、そのうちそのうちそのうちそのうち「「「「無期労働契約無期労働契約無期労働契約無期労働契約へのへのへのへの転換転換転換転換におけるクーリングにおけるクーリングにおけるクーリングにおけるクーリング」」」」をををを解説解説解説解説しますしますしますします    

（（（（平成平成平成平成 25252525 年年年年４４４４月月月月 1111 日施行日施行日施行日施行）。）。）。）。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

◆◆◆◆◆◆◆◆    ３３３３    「「「「雇止雇止雇止雇止めめめめ法理法理法理法理」」」」のののの法定化法定化法定化法定化    ◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆    

「「「「同一同一同一同一のののの使用者使用者使用者使用者とのとのとのとの間間間間でででで、、、、有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約がががが反復更新反復更新反復更新反復更新されされされされ、、、、契約期間契約期間契約期間契約期間をををを通算通算通算通算したしたしたした期間期間期間期間がががが５５５５年年年年をををを超超超超えるえるえるえる労働者労働者労働者労働者がががが、、、、無期労無期労無期労無期労

働契約働契約働契約働契約のののの締結締結締結締結のののの申込申込申込申込みをしたときはみをしたときはみをしたときはみをしたときは、、、、使用者使用者使用者使用者はそのはそのはそのはその申込申込申込申込みをみをみをみを承諾承諾承諾承諾したものとみなされるしたものとみなされるしたものとみなされるしたものとみなされる」」」」というルールについてはというルールについてはというルールについてはというルールについては、、、、前前前前

回解説回解説回解説回解説しましたしましたしましたしました。。。。このルールをこのルールをこのルールをこのルールを適用適用適用適用するするするする際際際際にににに、、、、有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約とととと有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約のののの間間間間にににに、、、、空白期間空白期間空白期間空白期間（（（（同一同一同一同一のののの使用者使用者使用者使用者とのとのとのとの契約契約契約契約

がないがないがないがない期間期間期間期間））））がががが、、、、原則原則原則原則６６６６かかかか月以上月以上月以上月以上あるときはあるときはあるときはあるときは、、、、そのそのそのその空白期間空白期間空白期間空白期間よりよりよりより前前前前のののの有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約はははは、、、、５５５５年年年年のカウントにのカウントにのカウントにのカウントに含含含含めないめないめないめないことことことこととととと

されていますされていますされていますされています。。。。これをクーリングといいますこれをクーリングといいますこれをクーリングといいますこれをクーリングといいます。。。。クーリングされたクーリングされたクーリングされたクーリングされた場合場合場合場合、、、、そのそのそのその要件要件要件要件にににに該当該当該当該当したしたしたした空白期間後空白期間後空白期間後空白期間後のののの契約期間契約期間契約期間契約期間からからからから、、、、

通算契約期間通算契約期間通算契約期間通算契約期間のカウントがのカウントがのカウントがのカウントが再度再度再度再度スタートしますスタートしますスタートしますスタートします。。。。    

    

【【【【クーリングクーリングクーリングクーリング】】】】    

①①①①    空白期間空白期間空白期間空白期間のののの前前前前のののの契約期間契約期間契約期間契約期間がががが１１１１年以上年以上年以上年以上のののの場合場合場合場合    

例例例例））））１１１１年年年年のののの有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約のののの更新更新更新更新をををを繰繰繰繰りりりり返返返返すすすす場合場合場合場合 

   

 

 

  

 

    

②②②②    空白期間の前の契約期間が１年未満の場合空白期間の前の契約期間が１年未満の場合空白期間の前の契約期間が１年未満の場合空白期間の前の契約期間が１年未満の場合    

例）４か月の有期労働契約の更新を繰り返す場合例）４か月の有期労働契約の更新を繰り返す場合例）４か月の有期労働契約の更新を繰り返す場合例）４か月の有期労働契約の更新を繰り返す場合    
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契約期間の通算とクーリングについて 改正労働契約法の解説③
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契約期間を通算して５年超契約期間を通算して５年超契約期間を通算して５年超契約期間を通算して５年超    

１年 １年 １年 １年 １年 １年１年１年１年    無期契約 
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６か月以上６か月以上６か月以上６か月以上    

←

更
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←

更
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←

更

新 

４か月 ４か月 ４か月 ４か月 
更新が繰り返されたと仮定 

４か月 

厚生労働省令で定める厚生労働省令で定める厚生労働省令で定める厚生労働省令で定める

期間期間期間期間以上以上以上以上    

空白空白空白空白    

申

込

み

 

←

転

換

 

４か月４か月４か月４か月    無期契約 

←

締

結 

←

更

新 

契約期間を通算して５年超契約期間を通算して５年超契約期間を通算して５年超契約期間を通算して５年超    
通算されない 

☆詳細は、厚生労働省のホームページからもご覧になれます。☆詳細は、厚生労働省のホームページからもご覧になれます。☆詳細は、厚生労働省のホームページからもご覧になれます。☆詳細は、厚生労働省のホームページからもご覧になれます。    

しかし、要件が色々とある規定です（特に、②しかし、要件が色々とある規定です（特に、②しかし、要件が色々とある規定です（特に、②しかし、要件が色々とある規定です（特に、②のののの「厚生労働省令で定める期間」の求め方は複雑です）。是非、専「厚生労働省令で定める期間」の求め方は複雑です）。是非、専「厚生労働省令で定める期間」の求め方は複雑です）。是非、専「厚生労働省令で定める期間」の求め方は複雑です）。是非、専門門門門

家である社会保険労務士にお尋ねください。家である社会保険労務士にお尋ねください。家である社会保険労務士にお尋ねください。家である社会保険労務士にお尋ねください。    



発行：つちはし社会保険労務士事務所 TEL 088-611-5558 FAX 088-611-5580 

 

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

上記の他、取り組まれる制度により要件が加算されます。これらの助成金について、新たに支給申請をお考えの方は、

つちはし社会保険労務士事務所までお気軽にお問い合わせください。 

 

あとがきあとがきあとがきあとがき◆◆◆◆つちはしつちはしつちはしつちはし事務所事務所事務所事務所よりよりよりより    

☆政権が変わり安倍政権が打ち出した「アベノミクス」が毎日ニュースを賑わせていいますが、雇用や人事の分野でも

色々な影響が出てきそうです。まず、ヒトの雇用や人材教育を後押しする助成金の登場。今年度補正予算案に「若者

支援の助成金」として２２００億円を盛り込むと発表がありました。中でも注目は、失業中や未就職者、非正規社員の

経験しかない若者を雇う企業への支援です。研修プログラムを作って教育訓練する場合、「月額１５万円を最長２年間

支給」、さらに正社員にすれば年間５０万円を２年間支給、という大盤振る舞いの助成金が登場するというニュース。詳

細が分かれば、また事務所通信でもお知らせいたします。 

☆助成金だけでなく、税制でも雇用を後押しする制度改革が予定されています。１つは、働く人の給与を上げれば、その

増加額の２０％（大企業は１０％）法人税を控除してくれるというもの。さらに、雇用数が増加すれば、税額控除が受け

られる雇用促進税制も、税額控除額が２倍になって継続するようです。 

☆新規に登場する助成金があれば、無くなる助成金も。今月ご紹介した3 つの助成金は、すでに25 年３月３１日で、制度

の廃止が予定されているものです。 中でも、希望者を７０歳まで継続雇用することでもらえる中小企業定年引上げ等中小企業定年引上げ等中小企業定年引上げ等中小企業定年引上げ等

奨励金奨励金奨励金奨励金は、この春予定されている希望者全員の６０歳から６５歳まで（経過措置あり）の雇用と合わせて、検討して欲し

い制度です。内容について詳しくお知りになりたい場合は、つちはし事務所までご連絡ください。 

 

平成２５年３月３１日廃止予定の助成金情報平成２５年３月３１日廃止予定の助成金情報平成２５年３月３１日廃止予定の助成金情報平成２５年３月３１日廃止予定の助成金情報    

今今今今月月月月はははは、、、、平成平成平成平成２５２５２５２５年年年年３３３３月月月月３１３１３１３１日日日日までにまでにまでにまでに廃止予定廃止予定廃止予定廃止予定のののの助成金助成金助成金助成金をををを３３３３つつつつ紹介紹介紹介紹介しますしますしますします。。。。申請申請申請申請をををを考考考考えてえてえてえているいるいるいる事業所事業所事業所事業所、、、、またまたまたまた支給要件支給要件支給要件支給要件にににに

該当該当該当該当しているしているしているしている事業所事業所事業所事業所のののの皆皆皆皆様様様様はははは、、、、申請申請申請申請期限期限期限期限にごにごにごにご注意下注意下注意下注意下さいさいさいさい。。。。    

使うなら今！ 

✿✿✿✿    中小企業定年引上げ等奨励金中小企業定年引上げ等奨励金中小企業定年引上げ等奨励金中小企業定年引上げ等奨励金    

《対象者》  従業員数が 300 人以下の事業主      （会社の規模に応じて金額が異なります） 

《要件》   ① 65 歳以上への定年の引き上げ  支給額 ２０～８０万円２０～８０万円２０～８０万円２０～８０万円        

② 希望者全員を対象とする 65 歳以上 70 歳未満までの継続雇用制度と同時に労使協定    

に基づく基準該当者を 70 歳以上まで継続雇用する制度の導入   支給額 ２０～６０万円２０～６０万円２０～６０万円２０～６０万円 

③ 65 歳以上 70 歳未満の定年を定めている事業主が 70 歳以上へ定年を引き上げた場合 

④ 定年の定めの廃止       ③④⑤   支給額 ２０～１２０万円２０～１２０万円２０～１２０万円２０～１２０万円 

⑤ 希望者全員を対象とする 70 歳以上までの継続雇用制度を導入 

✿✿✿✿    受給資格者創業支援助成金受給資格者創業支援助成金受給資格者創業支援助成金受給資格者創業支援助成金      支給額    最最最最大１５０万円大１５０万円大１５０万円大１５０万円 

《対象者》  自ら創業し適用事業主となった雇用保険の受給資格者 

《要件》   当該事業者に対して創業に要した費用の一部を助成する制度です。 

① 平成 25 年 3 月 1 日までに「法人等設立事前届」を提出 

② 離職日における算定基礎期間が 5 年以上あり、かつ支給残日数が 1 日以上ある受給資格者である 

③ 法人等の設立日以後 3 ヶ月以上事業を行い、かつ設立後 1 年以内に労働者を雇い入れる 

✿✿✿✿    成長分野等人材育成支援事業奨励金成長分野等人材育成支援事業奨励金成長分野等人材育成支援事業奨励金成長分野等人材育成支援事業奨励金         支給額 １１１１人あたり２０万円人あたり２０万円人あたり２０万円人あたり２０万円    （場合によっては５０万円）    

《対象者》  医療介護など成長分野である健康・環境分野の事業主 

《要件》   健康・環境分野の人材育成のために実施する職業訓練費用を助成する制度です。 

① 6 ヶ月～1 年間の職業訓練計画を作成 （遅くとも平成 25 年 3 月 31 日までに申請を行うことが必要） 

② 雇用期間の定めなく雇用した労働者、または他の分野から配置転換した労働者がいる 

③ OFF-JT（通常の業務を離れて行う職業訓練）を含む職業訓練コースを実施 


